
 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事業名（箇所名）  航路・泊地整備事業（宇部港 本港地区） 

 実 施 箇 所  山口県宇部市 

 該 当 基 準  再評価実施後、一定期間が経過している事業 

 主 な 事 業 の 諸 元  泊地（水深12m）、泊地（水深13m）、航路（水深13m） 

 事 業 期 間  事業採択  平成９年度  完了  平成30年度 

 総事業費（億円）  228  残事業費（億円）  69 

 目 的 ・ 必 要 性 芝中地区の公共岸壁水深に対して、航路・泊地の水深が不足しているため、大型船が満載
状態で入港できない等、非効率な輸送を強いられており、石炭等のバルク貨物やコンテナ
貨物を輸送する船舶の大型化に対応した航路・泊地を整備する 

 便 益 の 主 な 根 拠 船舶の大型化による、海上輸送コストの削減便益 

（平成31年予測取扱貨物量：石炭等のバルク貨物約55万トン／年、コンテナ貨物約6万トン／年） 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 基準年度  平成26年度 

 B：総便益（億円） 354  Ｃ：総費用（億円） 280  全体Ｂ／Ｃ     1.3 

 B－Ｃ 74  ＥＩＲＲ（%） 5.3  

 残事業の投資効率性  B：総便益（億円） 183  Ｃ：総費用（億円） 65  継続Ｂ／Ｃ     2.8 

 感 度 分 析                  事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需  要（-10％～+10％）    （1.1～1.4）   （2.5～3.1） 
 建 設 費（+10％～-10％）    （1.3～1.2）   （2.6～3.1） 
建設期間（+10％～-10％）    （1.3～1.3）   （2.8～2.8） 

 事 業 の 効 果 等  石炭等のバルク貨物や、コンテナ貨物を輸送する船舶の大型化に対応した航路・泊地を整
備することにより、これらの安定的かつ低廉な輸送が確保され、基礎素材型産業の国際競
争力強化と地域経済の発展に寄与する 

 社会情勢等の変化 ・平成15年 公共（芝中西2号）岸壁（-12m）のコンテナ貨物の取扱を開始 

・平成15年 宇部港が総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定 

 主な事業の進捗状況  総事業費228億円  既投資額159億円  平成26年度末現在の事業進捗率70％ 

 事業の進捗の見込み  平成30年度に完成予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

浚渫土砂の揚土方法を見直した結果、約420百万円のコスト縮減が図られた 

 対応方針（原案）  継続 

 対 応 方 針 理 由  十分な事業の投資効果が見込まれると判断でき、港湾管理者からも早期完成が強く要望さ
れているため 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 
・背後に立地する基礎素材型産業の主要な原材料であるバルク貨物の物流効率化が図ら

れ、我が国産業の国際競争力が向上し、基礎素材を使用する広範な産業に裨益が期待さ
れる 

・石炭等輸送船舶の大型化が図られ、入出港回数が低減されることから、航路を航行する
船舶の輻輳が緩和される 

・海上輸送の効率化により、ＣＯ2やＮＯx等の排出ガスの低減が図られる 
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／
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れ
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岸
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概
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搾
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代
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保

管
す

る
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た
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に
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れ
た

ヤ
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扱
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あ

る
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岸
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岸
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燃
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防
ぐ

た
め

に
舗

装
さ

れ
た

ヤ
ー

ド
で

取
り

扱
う

必
要

が
あ

る
た

め
、

当
該

岸
壁

を
利

用
す

る
1
4
万

ト
ン

オ
イ

ル
コ

ー
ク

ス
輸

入
・
原

油
の

重
残

留
液

か
ら

得
ら

れ
る

コ
ー

ク
ス

（
石

油
製

品
）

・
保

管
す

る
際

、
異

物
混

入
を

防
ぐ

た
め

に
舗

装
さ

れ
た

ヤ
ー

ド
で

取
り

扱
う

必
要

が
あ

る
た

め
、

当
該

岸
壁

を
利

用
す

る
2
0
万

ト
ン

硫
安

輸
出

・
カ

プ
ロ

ラ
ク

タ
ム

（
ナ

イ
ロ

ン
繊

維
と

ナ
イ

ロ
ン

樹
脂

の
原

料
）
を

製
造

す
る

際
に

副
産

物
と

し
て

発
生

す
る

も
の

・
大

型
船

舶
に

よ
る

輸
送

を
行

う
た

め
、
当

該
岸

壁
を

利
用

す
る

4
万

ト
ン

10



６
．
費

用
便

益
分

析
に

お
け

る
貨

物
量

の
設

定
②

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

現
在

、
韓

国
定

期
コ

ン
テ

ナ
航

路
（
週

２
便

）
が

就
航

し
て

お
り

、
年

間
約

５
千

T
E
U
の

取
扱

い
が

あ
る

。
今

後
も

、
過

去
平

均
値

程
度

の
取

扱
い

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
将

来
貨

物
量

を
約

3
,2

5
1
T
E
U
（
基

幹
航

路
へ

の
積

み
替

え
コ

ン
テ

ナ
を

除
く

）
と

設
定

■
取

扱
貨

物
の

需
要

推
計

【
芝

中
西

2
号

岸
壁

（
-
1
2
m

）
】

（
コ

ン
テ

ナ
貨

物
）

※
出

典
：
山

口
県

港
湾

課
資

料
よ

り
宇

部
港

湾
・
空

港
整

備
事

務
所

作
成

※
H
2
5
は

速
報

値1,
82

2
2,
89

7
3,
21

3

34
2

2,
02
5

4,
04

2
4,
40

8
50
73

3,
25

1

0
1,
00
0

2,
00
0

3,
00
0

4,
00
0

5,
00
0

6,
00
0

7,
00
0

8,
00
0

9,
00
0

10
,0
00

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H3
1推

計

（
TE
U
/年

）
コ
ン
テ
ナ
貨

物
（
輸
出

入
）
取
扱

量
の

推
移

韓
国

航
路

貨
物

（
ト
ラ

ン
シ

ッ
プ

分
を

除
い

た
貨

物
量

）
便

益
対

象
貨

物
（
韓

国
を
起

終
点

と
す
る
貨

物
）

釜
山

港
ト
ラ
ン
シ
ッ
プ
貨

物

11



７
．

事
業

の
効

果
①

■
輸

送
船

舶
の

大
型

化
に

伴
う

海
上

輸
送

効
率

化
便

益
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

大
型

船
舶

の
入

港
が

可
能

と
な

り
、

年
間

1
7
.2

億
円

の
海

上
輸

送
コ

ス
ト
が

削
減

さ
れ

る
（
平

成
3
1
年

度
の

場
合

）

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

宇
部

港
（
本

港
地

区
）

水
深

9
m

輸
入

仕
出

国
（
ｲ
ﾝ

ﾄﾞ
ﾈ
ｼ
ｱ

、
ｵ
ｰ
ｽ

ﾄﾗ
ﾘ
ｱ

、
ｱ

ﾒ
ﾘ
ｶ
等

）

宇
部

港
（
本

港
地

区
）

水
深

1
2
m

、
1
3
m

輸
入

仕
出

国
（
ｲ
ﾝ

ﾄﾞ
ﾈ
ｼ
ｱ

、
ｵ
ｰ
ｽ

ﾄﾗ
ﾘ
ｱ

、
ｱ

ﾒ
ﾘ
ｶ
等

）

船
舶

の
大

型
化

に
よ

る
海

上
輸

送
の

効
率

化

W
it
h
o
u
t時

荷
主

（
宇

部
港

背
後

立
地

企
業

）

W
it
h
時

荷
主

（
宇

部
港

背
後

立
地

企
業

）

海
上

輸
送

（
1
0
,0

0
0
D
W

T
級

貨
物

船
）

（
1
0
,0

0
0
D
W

T
級

コ
ン

テ
ナ

船
）

海
上

輸
送

（
4
0
,0

0
0
D
W

T
級

貨
物

船
）

（
3
0
,0

0
0
D
W

T
級

コ
ン

テ
ナ

船
）

12



2,
29

3

1,
75

0

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

W
IT
HO

U
T

W
IT
H

ト
ン

/年
N
O
X排

出
量

29
,3
91

18
,9
49

0

5,
00
0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

W
IT
HO

U
T

W
IT
H

ト
ン
‐
C
/
年

CO
2排

出
量

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
、

貨
物

の
海

上
輸

送
の

効
率

化
が

図
ら

れ
、

C
O

2
、
N
O

X
排

出
量

が
削

減
す

る

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
、

安
価

な
原

材
料

の
輸

入
や

製
品

の
輸

出
が

可
能

と
な

り
、

我
が

国
産

業
の

国
際

競
争

力
が

強
化

さ
れ

、
広

範
な

産
業

へ
の

裨
益

が
期

待
さ

れ
る

７
．

事
業

の
効

果
②

■
そ

の
他

の
効

果

環
境

負
荷

の
軽

減

地
域

産
業

の
安

定
・
発

展
に

貢
献

航
路

航
行

の
安

全
性

の
向

上

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
よ

り
、

船
舶

の
大

型
化

が
図

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

入
出

港
回

数
が

低
減

さ
れ

、
航

路
を

通
航

す
る

船
舶

の
輻

輳
が

緩
和

さ
れ

る

約
3
6
％

削
減

約
2
4
％

削
減

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

13



８
．

コ
ス

ト
縮

減
の

方
策

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

■
揚

土
方

法
の

見
直

し

当
初

、
揚

土
方

法
を

「
空

気
圧

送
船

」
で

計
画

し
て

い
た

が
、
現

地
状

況
等

を
踏

ま
え

コ
ス

ト
縮

減
方

策
を

検
討

し
た

結
果

、
「
バ

ー
ジ

ア
ン

ロ
ー

ダ
船

」
で

の
揚

土
方

法
が

可
能

と
な

り
、

約
4
2
0
百

万
円

コ
ス

ト
縮

減
が

図
ら

れ
る

。

当
初

：
空

気
圧

送
船

に
て

投
入

見
直

し
：
バ

ー
ジ

ア
ン

ロ
ー

ダ
船

に
て

投
入

バ
ー

ジ
ア

ン
ロ

ー
ダ

船

空
気

圧
送

船

フ
ロ

ー
タ

管

フ
ロ

ー
タ

管

14



(5
0.
0)

(4
0.
0)

(3
0.
0)

(2
0.
0)

(1
0.
0)

0.
0

10
.0

20
.0

30
.0

H9
H10
H11
H12
H13
H14
H15
H16
H17
H18
H19
H20
H21
H22
H23
H24
H25
H26
H27
H28
H29
H30
H31
H32
H33
H34
H35
H36
H37
H38
H39
H40
H41
H42
H43
H44
H45
H46
H47
H48
H49
H50
H51
H52
H53
H54
H55
H56
H57
H58
H59
H60
H61
H62
H63
H64
H65
H66
H67

初
期

投
資

費
用

運
営

・
維

持

コ
ス
ト

海
上

・
陸

上
輸
送

費

削
減

便
益

事
業

費
現

在
価

値
便
益

現
在

価
値

９
．

投
資

効
果

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

■
費

用
対

効
果

分
析

結
果

項
目

事
業

全
体

残
事

業

費
用

（
C
）

2
8
0

6
5

事
業

費
2
7
4

5
9

維
持

管
理

費
6

6

便
益

（
B
）

3
5
5

1
8
3

海
上

輸
送

コ
ス

ト
削

減
便

益
3
5
5

1
8
3

費
用

便
益

比
（
B
/
C
）

1
.3

2
.8

■
感

度
分

析
結

果
（
Ｂ

／
Ｃ

に
よ

る
分

析
）

要
因

事
業

全
体

残
事

業

－
1
0
%

＋
1
0
%

－
1
0
%

＋
1
0
%

需
要

量
1
.1

1
.4

2
.5

3
.1

事
業

費
1
.3

1
.2

3
.1

2
.6

事
業

期
間

1
.3

1
.3

2
.8

2
.8

※
端

数
処

理
の

た
め

、
各

項
目

の
金

額
の

和
は

必
ず

し
も

合
計

と
は

な
ら

な
い

。

※
本

表
中

の
額

は
、

平
成

2
6
年

度
を

基
準

年
と

し
て

現
在

価
値

化
し

た
後

の
も

の
で

あ
る

。

費
用

対
効

果
分

析
の

結
果

、
○

純
現

在
価

値
（
B
-
C
）
=
  

7
4
億

円
○

費
用

便
益

比
（
B
/
C
）
=
  

1
.3

と
な

り
、
十

分
な

投
資

効
果

が
あ

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

単
位

：
億

円

事
業

期
間

供
用

期
間

（
5
0
年

）

※
残

事
業

便
益

の
算

定
の

考
え

方
事

業
全

体
の

便
益

は
、
暫

定
供

用
（
航

路
水

深
-
1
1
m

の
供

用
を

開
始

し
た

平
成

1
8
年

度
）
以

降
の

全
便

益
を

計
上

し
た

も
の

で
あ

り
、

w
it
h
（
水

深
-
1
3
m

）
／

w
it
h
o
u
t（

水
深

-
9
m

）
の

便
益

。
残

事
業

便
益

と
は

、
「
事

業
を

継
続

し
た

場
合

に
追

加
的

に
発

生
す

る
便

益
の

み
」
が

対
象

と
な

り
、
w

it
h
（
水

深
-
1
3
m

）
／

w
it
h
o
u
t（

水
深

-
1
1
m

）
の

便
益

を
計

上

15



1
0
．
今

後
の

対
応

方
針

（
原

案
）

宇
部

港
本

港
地

区
航

路
・
泊

地
整

備
事

業

①
事

業
の

必
要

性
等

の
視

点

１
）
事

業
を

巡
る

社
会

経
済

情
勢

等
の

変
化

２
）
事

業
の

投
資

効
果

費
用

便
益

比
（
Ｂ

／
Ｃ

）
＝

1
.3

 （
事

業
全

体
）

2
.8

（
残

事
業

）

３
）
事

業
の

進
捗

状
況

◇
総

事
業

費
：

2
2
8
億

円
（
既

投
資

額
：
1
5
9
億

円
）

◇
残

事
業

費
：

6
9
億

円
◇

事
業

進
捗

率
：

7
0
％

（
平

成
2
6
年

度
末

）

②
事

業
の

進
捗

の
見

込
み

◇
平

成
3
0
年

度
完

了
予

定
。

③
コ

ス
ト
縮

減
や

代
替

案
立

案
等

の
可

能
性

◇
浚

渫
土

砂
の

揚
土

方
法

を
見

直
し

、
コ

ス
ト
縮

減
を

図
る

【
今

後
の

対
応

方
針

（
原

案
）
】

上
記

(
1
)
、

(
2
)
の

各
視

点
に

よ
り

、
効

果
が

十
分

に
見

込
ま

れ
る

と
判

断
で

き
、

港
湾

利
用

者
か

ら
も

早
期

完
成

が
強

く
要

望
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

継
続

が
妥

当

（
１

）
再

評
価

の
視

点

（
２

）
港

湾
管

理
者

へ
の

意
見

照
会

結
果

◇
引

き
続

き
、
早

期
完

成
に

向
け

て
、
コ

ス
ト
縮

減
等

を
考

慮
の

上
、
事

業
の

促
進

に
努

め
て

い
た

だ
き

た
い

◇
平

成
1
5
年

芝
中

西
2
号

岸
壁

(
-
1
2
m

)
に

て
コ

ン
テ

ナ
貨

物
取

扱
開

始
◇

平
成

2
1
年

4
月

か
ら

平
成

2
2
年

5
月

の
間

、
韓

国
航

路
運

休
、
平

成
2
2
年

6
月

か
ら

再
開

◇
平

成
2
3
年

宇
部

港
･
徳

山
下

松
港

が
国

際
バ

ル
ク

戦
略

港
湾

(
石

炭
)
に

選
定

16



1
1
．

前
回

評
価

時
と

の
比

較
宇

部
港

本
港

地
区

航
路

・
泊

地
整

備
事

業

事
項

前
回

評
価

（
H
2
3
再

評
価

)

今
回

評
価

(
H
2
6
再

評
価

)

備
考

（
前

回
評

価
時

か
ら

の
変

更
点

）

事
業

諸
元

航
路

（
-
1
3
m

）

泊
地

（
-
1
3
m

）

泊
地

（
-
1
2
m

）

航
路

（
-
1
3
m

）

泊
地

（
-
1
3
m

）

泊
地

（
-
1
2
m

）

事
業

期
間

平
成

9
年

度
～

平
成

3
0
年

度

平
成

9
年

度
～

平
成

3
0
年

度

総
事

業
費

（
現

在
価

値
化

前
）

2
2
8
億

円
2
2
8
億

円

総
費

用
（
C
)

2
5
0
億

円
2
8
0
億

円
現

在
価

値
化

の
基

準
年

変
更

（
H
2
3
→

H
2
6
）

総
便

益
（
B
)

3
3
7
億

円
3
5
4
億

円
取

扱
貨

物
需

要
の

見
直

し

現
在

価
値

化
の

基
準

年
変

更
（
H
2
3
→

H
2
6
）

費
用

便
益

比

（
B
/
C
）

1
.3

1
.3
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宇部港本港地区航路・泊地整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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参考資料１

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
引き続き、早期完成に向けて、コスト縮減等を考慮の上、事業の促進に努めていただきたい

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

浚渫土砂の揚土方法の見直しや他事業との調整により、安価な作業船の使用が可能となり、コスト縮減が図られる

対応方針 継続

対応方針理由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため

社会経済情勢
等の変化

◇平成15年芝中西2号岸壁(-12m)にてコンテナ貨物取扱開始
◇平成15年宇部港が総合静脈物流拠点港（ﾘｻｲｸﾙﾎﾟｰﾄ）に指定

主な事業の進
捗状況

総事業費228億円、既投資額159億円
平成26年度末　事業進捗率70%

主な事業の進
捗の見込み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需 要 量　 （－10％ ～ ＋10％）　　　　 　 1.14～1.39　　　　　 　　　　  2.52～3.08
事 業 費　 （＋10％ ～ －10％）　　 　　   1.30～1.23 　　　　　　 　　　 2.57～3.08
事業期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　 　 1.26～1.26 　　　　　　 　　　 2.80～2.80

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化に伴う海上輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果＞
・地域産業の安定・発展に貢献
・船舶の大型化が図られることから、入出港回数が低減され、航路を通航する船舶の輻輳が緩和される
・環境負担の軽減

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

183 C:総費用(億円) 65 継続B/C

全体B/C 1.3 B-C 74

2.8

EIRR
（％）

5.3

便益の主な根
拠

海上輸送コストの削減
（平成31年予測取扱貨物量：石炭等のバルク貨物約55万トン／年、コンテナ貨物約6万トン／年）

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成26年度

B:総便益
(億円)

354 C:総費用(億円) 280

総事業費（億
円）

228 残事業費（億円） 69

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
既存施設の能力不足（航路・泊地水深）の解消及び船舶の大型化への対応が求められている

＜達成すべき目標＞
①既存施設の能力不足（航路・泊地水深）の解消
②船舶の大型化へ対応し、物流の効率化を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成9年度 完了 平成30年度

実施箇所 山口県宇部市

該当基準 再評価実施後一定期間を経過している事業

主な事業の諸
元

泊地(水深12m)、泊地(水深13m)、航路(水深13m)

事業名
（箇所名）

航路・泊地整備事業
（宇部港本港地区）

担当課 港湾局　計画課 事業
主体

中国地方整備局
担当課長名 宮崎　祥一
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参考資料２（全事業）

宇部港 本港地区 航路・泊地整備事業　全体事業 宇部港 本港地区 航路・泊地整備事業　全体事業
費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 5.3% NPV= 74 億円
B/C= 1.3

（億円） （億円）

初期投資
費用

運営・維持
コスト

再投資
費用

総費用
（C）

海上輸送費
削減便益

残存価値
総便益

（B）
初期投資

費用
運営・維持

コスト
再投資
費用

総費用
（C）

海上輸送費
削減便益

残存価値
総便益

（B）

1997 0.2 0.2 -0.2 1997 1.9 0.4 0.4 -0.4
1998 2.2 2.2 -2.2 1998 1.9 4.4 4.4 -4.4
1999 5.0 5.0 -5.0 1999 1.8 9.9 9.9 -9.9
2000 11.0 11.0 -11.0 2000 1.7 20.8 20.8 -20.8
2001 24.0 24.0 -24.0 2001 1.7 44.3 44.3 -44.3
2002 15.0 15.0 -15.0 2002 1.6 26.9 26.9 -26.9
2003 5.3 5.3 -5.3 2003 1.5 9.0 9.0 -9.0
2004 3.3 3.3 -3.3 2004 1.5 5.4 5.4 -5.4
2005 3.9 3.9 -3.9 2005 1.4 6.0 6.0 -6.0
2006 1 1.4 1.4 1.0 1.0 -0.5 2006 1 1.4 2.1 2.1 1.2 1.2 -0.8
2007 2 0.7 0.7 1.0 1.0 0.3 2007 2 1.3 1.0 1.0 1.2 1.2 0.2
2008 3 2.8 2.8 1.0 1.0 -1.8 2008 3 1.3 3.5 3.5 1.2 1.2 -2.4
2009 4 3.7 3.7 1.0 1.0 -2.8 2009 4 1.2 4.7 4.7 1.1 1.1 -3.6
2010 5 2.9 2.9 1.0 1.0 -1.9 2010 5 1.2 3.4 3.4 1.1 1.1 -2.3
2011 6 4.8 4.8 1.0 1.0 -3.9 2011 6 1.1 5.5 5.5 1.1 1.1 -4.4
2012 7 24.4 24.4 1.0 1.0 -23.4 2012 7 1.1 27.0 27.0 1.0 1.0 -25.9
2013 8 20.2 20.2 1.0 1.0 -19.3 2013 8 1.0 21.0 21.0 1.0 1.0 -20.0
2014 9 19.6 19.6 1.0 1.0 -18.6 2014 9 1.0 19.6 19.6 1.0 1.0 -18.6
2015 10 22.2 22.2 0.6 0.6 -21.6 2015 10 1.0 21.4 21.4 0.6 0.6 -20.8
2016 11 22.2 22.2 3.0 3.0 -19.2 2016 11 0.9 20.5 20.5 2.8 2.8 -17.8
2017 12 9.8 9.76 7.7 7.7 -2.0 2017 12 0.9 8.7 8.68 6.9 6.9 -1.8
2018 13 9.8 9.76 7.7 7.7 -2.0 2018 13 0.9 8.3 8.34 6.6 6.6 -1.7
2019 14 17.2 17.2 17.2 2019 14 0.8 14.1 14.1 14.1
2020 15 18.5 18.5 18.5 2020 15 0.8 14.6 14.6 14.6
2021 16 18.5 18.5 18.5 2021 16 0.8 14.0 14.0 14.0
2022 17 20.4 20.4 20.4 2022 17 0.7 14.9 14.9 14.9
2023 18 20.4 20.4 20.4 2023 18 0.7 14.3 14.3 14.3
2024 19 20.4 20.4 20.4 2024 19 0.7 13.7 13.7 13.7
2025 20 20.4 20.4 20.4 2025 20 0.6 13.2 13.2 13.2
2026 21 20.4 20.4 20.4 2026 21 0.6 12.7 12.7 12.7
2027 22 20.4 20.4 20.4 2027 22 0.6 12.2 12.2 12.2
2028 23 20.4 20.4 20.4 2028 23 0.6 11.8 11.8 11.8
2029 24 20.4 20.4 20.4 2029 24 0.6 11.3 11.3 11.3
2030 25 20.4 20.4 20.4 2030 25 0.5 10.9 10.9 10.9
2031 26 20.4 20.4 20.4 2031 26 0.5 10.4 10.4 10.4
2032 27 20.4 20.4 20.4 2032 27 0.5 10.0 10.0 10.0
2033 28 20.4 20.4 20.4 2033 28 0.5 9.7 9.7 9.7
2034 29 20.4 20.4 20.4 2034 29 0.5 9.3 9.3 9.3
2035 30 20.4 20.4 20.4 2035 30 0.4 8.9 8.9 8.9
2036 31 20.4 20.4 20.4 2036 31 0.4 8.6 8.6 8.6
2037 32 20.4 20.4 20.4 2037 32 0.4 8.3 8.3 8.3
2038 33 20.4 20.4 20.4 2038 33 0.4 7.9 7.9 7.9
2039 34 3.64 3.64 20.4 20.4 16.7 2039 34 0.4 1.37 1.37 7.6 7.6 6.3
2040 35 3.64 3.64 20.4 20.4 16.7 2040 35 0.4 1.31 1.31 7.3 7.3 6.0
2041 36 3.64 3.64 20.4 20.4 16.7 2041 36 0.3 1.26 1.26 7.1 7.1 5.8
2042 37 3.64 3.64 20.4 20.4 16.7 2042 37 0.3 1.21 1.21 6.8 6.8 5.6
2043 38 3.64 3.64 20.4 20.4 16.7 2043 38 0.3 1.17 1.17 6.5 6.5 5.4
2044 39 20.4 20.4 20.4 2044 39 0.3 6.3 6.3 6.3
2045 40 20.4 20.4 20.4 2045 40 0.3 6.0 6.0 6.0
2046 41 20.4 20.4 20.4 2046 41 0.3 5.8 5.8 5.8
2047 42 20.4 20.4 20.4 2047 42 0.3 5.6 5.6 5.6
2048 43 20.4 20.4 20.4 2048 43 0.3 5.4 5.4 5.4
2049 44 20.4 20.4 20.4 2049 44 0.3 5.2 5.2 5.2
2050 45 20.4 20.4 20.4 2050 45 0.2 5.0 5.0 5.0
2051 46 20.4 20.4 20.4 2051 46 0.2 4.8 4.8 4.8
2052 47 20.4 20.4 20.4 2052 47 0.2 4.6 4.6 4.6
2053 48 20.4 20.4 20.4 2053 48 0.2 4.4 4.4 4.4
2054 49 20.4 20.4 20.4 2054 49 0.2 4.2 4.2 4.2
2055 50 20.4 20.4 20.4 2055 50 0.2 4.1 4.1 4.1

214.5 18.2 232.7 774.0 774.0 541.3 273.8 6.3 280.1 354.3 354.3 74.2合　計 合　計

社会的
割引率

割　　引　　後
費用

施設供
用期間

純便益
（B-C）

※各年度の建設費より消費税額を控除している（H元～8年度：3％、平成9～25度：5％、平成26年度～：8％）

年度
施設供
用期間

割　　引　　前

年度
費用 便益

純便益
（B-C）

便益
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参考資料２(残事業)

宇部港 本港地区 航路・泊地整備事業　残事業 宇部港 本港地区 航路・泊地整備事業　残事業
費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 13.9% NPV= 117 億円
B/C= 2.8

（億円） （億円）

初期投資
費用

運営・維持
コスト

再投資
費用

総費用
（C）

海上輸送費
削減便益

残存価値
総便益

（B）
初期投資

費用
運営・維持

コスト
再投資
費用

総費用
（C）

海上輸送費
削減便益

残存価値
総便益

（B）

1997 1997 1.9
1998 1998 1.9
1999 1999 1.8
2000 2000 1.7
2001 2001 1.7
2002 2002 1.6
2003 2003 1.5
2004 2004 1.5
2005 2005 1.4
2006 1 2006 1.4
2007 2 2007 1.3
2008 3 2008 1.3
2009 4 2009 1.2
2010 5 2010 1.2
2011 6 2011 1.1
2012 7 2012 1.1
2013 8 2013 1.0
2014 9 2014 1.0
2015 10 22.2 22.2 -22.2 2015 1.0 21.4 21.4 -21.4
2016 11 22.2 22.2 -22.2 2016 0.9 20.5 20.5 -20.5
2017 12 9.8 9.76 3.7 3.7 -6.1 2017 12 0.9 8.7 8.68 3.3 3.3 -5.4
2018 13 9.8 9.76 3.7 3.7 -6.1 2018 13 0.9 8.3 8.34 3.2 3.2 -5.2
2019 14 10.6 10.6 10.6 2019 14 0.8 8.7 8.7 8.7
2020 15 9.7 9.7 9.7 2020 15 0.8 7.6 7.6 7.6
2021 16 9.7 9.7 9.7 2021 16 0.8 7.3 7.3 7.3
2022 17 10.9 10.9 10.9 2022 17 0.7 8.0 8.0 8.0
2023 18 10.9 10.9 10.9 2023 18 0.7 7.7 7.7 7.7
2024 19 10.9 10.9 10.9 2024 19 0.7 7.4 7.4 7.4
2025 20 10.9 10.9 10.9 2025 20 0.6 7.1 7.1 7.1
2026 21 10.9 10.9 10.9 2026 21 0.6 6.8 6.8 6.8
2027 22 10.9 10.9 10.9 2027 22 0.6 6.5 6.5 6.5
2028 23 10.9 10.9 10.9 2028 23 0.6 6.3 6.3 6.3
2029 24 10.9 10.9 10.9 2029 24 0.6 6.1 6.1 6.1
2030 25 10.9 10.9 10.9 2030 25 0.5 5.8 5.8 5.8
2031 26 10.9 10.9 10.9 2031 26 0.5 5.6 5.6 5.6
2032 27 10.9 10.9 10.9 2032 27 0.5 5.4 5.4 5.4
2033 28 10.9 10.9 10.9 2033 28 0.5 5.2 5.2 5.2
2034 29 10.9 10.9 10.9 2034 29 0.5 5.0 5.0 5.0
2035 30 10.9 10.9 10.9 2035 30 0.4 4.8 4.8 4.8
2036 31 10.9 10.9 10.9 2036 31 0.4 4.6 4.6 4.6
2037 32 10.9 10.9 10.9 2037 32 0.4 4.4 4.4 4.4
2038 33 10.9 10.9 10.9 2038 33 0.4 4.3 4.3 4.3
2039 34 3.64 3.64 10.9 10.9 7.3 2039 34 0.4 1.37 1.37 4.1 4.1 2.7
2040 35 3.64 3.64 10.9 10.9 7.3 2040 35 0.4 1.31 1.31 3.9 3.9 2.6
2041 36 3.64 3.64 10.9 10.9 7.3 2041 36 0.3 1.26 1.26 3.8 3.8 2.5
2042 37 3.64 3.64 10.9 10.9 7.3 2042 37 0.3 1.21 1.21 3.6 3.6 2.4
2043 38 3.64 3.64 10.9 10.9 7.3 2043 38 0.3 1.17 1.17 3.5 3.5 2.3
2044 39 10.9 10.9 10.9 2044 39 0.3 3.4 3.4 3.4
2045 40 10.9 10.9 10.9 2045 40 0.3 3.2 3.2 3.2
2046 41 10.9 10.9 10.9 2046 41 0.3 3.1 3.1 3.1
2047 42 10.9 10.9 10.9 2047 42 0.3 3.0 3.0 3.0
2048 43 10.9 10.9 10.9 2048 43 0.3 2.9 2.9 2.9
2049 44 10.9 10.9 10.9 2049 44 0.3 2.8 2.8 2.8
2050 45 10.9 10.9 10.9 2050 45 0.2 2.7 2.7 2.7
2051 46 10.9 10.9 10.9 2051 46 0.2 2.6 2.6 2.6
2052 47 10.9 10.9 10.9 2052 47 0.2 2.5 2.5 2.5
2053 48 10.9 10.9 10.9 2053 48 0.2 2.4 2.4 2.4
2054 49 10.9 10.9 10.9 2054 49 0.2 2.3 2.3 2.3
2055 50 10.9 10.9 10.9 2055 50 0.2 2.2 2.2 2.2

64.0 18.2 82.2 407.9 407.9 325.7 58.9 6.3 65.3 182.6 182.6 117.4合　計 合　計

社会的
割引率

割　　引　　後
費用

施設供
用期間

純便益
（B-C）

※各年度の建設費より消費税額を控除している（H元～8年度：3％、平成9～25度：5％、平成26年度～：8％）

年度
施設供
用期間

割　　引　　前

年度
費用 便益

純便益
（B-C）

便益
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参考資料４－１（バルク）

【海上輸送費用削減便益】

【便益発生年度　H31年度】

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 40,000

③ 1隻当たり積載量 10,000 40,000

④ 年間寄港回数（回） 7 2 ①/③

⑤ 往復航行日数（日） 14 14 企業ヒアリング

⑥ 1日当たり海上輸送費用（千円/日・隻） 1,629 2,954 解説書より

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 160 83 ④×⑤×⑥/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑦：単年度便益

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 40,000

③ 1隻当たり積載量 10,000 40,000

④ 年間寄港回数（回） 14 4 ①/③

⑤ 往復航行日数（日） 18 18 企業ヒアリング

⑥ 1日当たり海上輸送費用（千円/日・隻） 1,629 2,954 解説書より

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 411 213 ④×⑤×⑥/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑦：単年度便益

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 40,000

③ 1隻当たり積載量 10,000 40,000

④ 年間寄港回数（回） 10 3 ①/③

⑤ 往復航行日数（日） 18 18 企業ヒアリング

⑥ 1日当たり海上輸送費用（千円/日・隻） 1,629 2,954 解説書より

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 293 160 ④×⑤×⑥/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑦：単年度便益

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 40,000

③ 1隻当たり積載量 10,000 40,000

④ 年間寄港回数（回） 4 1 ①/③

⑤ 往復航行日数（日） 70 70 企業ヒアリング

⑥ 1日当たり海上輸送費用（千円/日・隻） 1,629 2,954 解説書より

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 456 207 ④×⑥×⑦/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑧：単年度便益

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 40,000

③ 1隻当たり積載量 10,000 40,000

④ 年間寄港回数（回） 20 5 ①/③

⑤ 往復航行日数（日） 58 58 企業ヒアリング

⑥ 1日当たり海上輸送費用（千円/日・隻） 1,629 2,954 解説書より

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 1,890 857 ④×⑥×⑦/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑧：単年度便益

H31年度 単年度便益（億円） 16.9

200,000

1,033

140,000

198

化学工業品（オイルコークス）【輸入】

内　　容

化学工業品（硫安）【輸入】

内　　容

40,000

249

内　　容

鉱産品（石炭）【輸入】

65,000

鉱産品（ブリケット）【輸入】

100,000

134

77

内　　容

林産品（PKS）【輸入】

内　　容
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参考資料４－２（コンテナ）

【海上輸送費用削減便益】

【便益発生年度　H31年度】

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 30,000

③ 積載コンテナ個数（個/隻） 425 1,422

④ 1航海当たりの片道輸送日数（日） 1 1

⑤ 年間コンテナ個数（TEU/年） 3,010 3,010 ①/（18.3㌧/TEU）

⑥ ｺﾝﾃﾅ1個当たりの海上輸送費用（円/TEU） 22,485 14,655

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 68 44 ⑤×⑥/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑦：単年度便益

without時 with時 備　　考

① 年間貨物量（トン/年） 企業ヒアリング

② 船型（DWT) 10,000 30,000

③ 積載コンテナ個数（個/隻） 425 1,422

④ 1航海当たりの片道輸送日数（日） 1 1

⑤ 年間コンテナ個数（TEU/年） 542 542 ①/（18.3㌧/TEU）

⑥ ｺﾝﾃﾅ1個当たりの海上輸送費用（円/TEU） 22,485 14,655

⑦ 年間海上輸送費用（百万円/年） 12 8 ⑤×⑥/1,000

船舶大型化による輸送費用削減効果（百万円/年） △⑦：単年度便益

H31年度 単年度便益（億円） 0.3

9,909

4

コンテナ（韓国航路）【輸出】

内　　容

55,083

24

コンテナ（韓国航路）【輸入】

内　　容
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【参考資料５】

宇部港本港地区航路・泊地整備事業 【再評価】

（１）事業費

 全体事業費
（億円）

 残事業費
（億円）

工事費 206.5 63.8

泊地（-12m） 2.6 0.0

浚渫工 55,000 m3 2.6 0.0

泊地（-13m） 62.5 0.0

浚渫工 1,462,000 m3 62.5 0.0

航路（-13m） 141.3 63.8

浚渫工 4,230,000 m3 141.3 63.8

用地費及補償費 5.0 1.3

 用地費 1  式

 補償費 1  式 5.0 1.3

間接経費 16.2 4.0

合計 227.7 69.1

※港湾請負工事積算基準及び類似事業箇所の実績より算出している。

（２）管理運営費

金額
（億円）

1 式 36.4

項目  数量

項目 数量

管理運営費
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宇部港本港地区航路・泊地整備事業

〔山口県への意見照会と回答〕
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